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1．はじめに

わが国の女性の労働力率を年齢階層別にみる

と、いわゆるM字型カーブをしている。底の部分

が上昇してきたものの、欧米諸国とは違って、こ

の基本的なパターンはいまだ崩れていない1）。この

ような状況は、男女共同参画が叫ばれつつも、な

お性別役割分業が頑強に残っていることを投影し

ていると言ってもよいだろう。

子供のいる既婚女性が就業を選択するとき、

常に家庭生活との両立が関連しており、就業選

択の主要因は家庭にあるといっても過言ではな

い。既婚女性が妻であり、母親であると同時に仕

事を持つということは、既婚男性が夫であり、父

親であり、仕事をする以上に家庭でのさまざまな

制約を受けている可能性がある。そしてその制約

は、夫の働き方や夫の性別規範といったところに

まで関連していると言えないだろうか。

本稿では、子供のいる既婚女性が受けるさまざ

まな家庭での制約である、夫の性別役割意識や

家事・育児に対する協力姿勢あるいは夫の帰宅

時間などが妻の就業選択にどのような影響を及ぼ

しているかを実証分析によって明らかにする。特

に女性の就業選択を正規就業、非正規就業、専

業主婦（非就業）に分け、それぞれの差異を議

論しながら既婚女性の就業の特質を探り、男女

共同参画に向けての課題を示唆したい。

2．先行研究

日本の既婚女性の就業選択要因に関する実証

研究は多数挙げられる。例えば、［高山・有田，

1992］、［大沢，1993］、［小島，1995］、［Nagase，

1997］、［松浦・滋野，2001］などである。これら

の研究では、既婚女性の就業選択の説明変数と

して、夫の所得や家計資産、親との同居や子供

数、未就学児童の有無、女性の推定賃金、ある

いは夫の職業などが考えられてきた。夫側との関

係要因としては、夫の年間所得や恒常所得、あ

るいは職業等が考慮に入れられている。夫の職業

が説明変数に入っている場合には、ある程度、夫

の労働時間と家事・育児との調整の度合いや、

夫がどのような働き方をしているかなどを考慮し

ているとみなせるだろう。

特に、夫の家事参加や労働時間など夫の生活

時間配分に注目して既婚女性の就業選択要因を

実証分析したものには、［山上，1999］、［阿部，

2001］、［井口･西村･藤野他，2002］などがある。

［山上，1999］では、夫の家事・育児の協力度が

妻の就業確率関数の説明変数として入れられ、

正に有意であるという結果を得ている。［井口・

西村・藤野他，2002］では、夫の家事参加や夫

の帰宅時間が既婚女性の就業選択関数の説明変

数に入れられ、夫が早く帰宅すること、家事に参

加することが妻の正規就業を促進しているという

結果となっている。［阿部、2001］では、夫の労
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子供のいる既婚女性の就業選択

働時間が長ければ、既婚女性の労働力率を低下

させることや、継続就業を断念させる効果がある

ことを示している。

既婚女性の就業に対する夫の生活時間配分の

影響を直接に調べた実証研究は多くないと思われ

るが、概して、夫の長時間労働が妻の就業に負

の影響がある一方で、夫の家事・育児参加は妻

の就業に正の影響を与えているようである。本稿

では、さらにこれらを拡張し、夫の性別役割意識

の影響も考慮したい。

3．データについて

使用したデータは、1994年に生命保険文化セ

ンターが実施した「夫婦の生活意識に関する調

査」による個票データである2）。調査地域は首都

50キロメートル圏で、層化2段階無作為抽出法に

よって抽出した20歳から49歳までの既婚者男女

3000人を調査対象としている3）。有効回収率は

78.5％で有効回収数は2355となっている。

実証分析にあたっては、男性の性別役割意識

や家事・育児姿勢等を重要視するために1107名

の男性票を対象とする。本稿では、さらに、妻

が自営業、家族従業員である場合を取り除き、

子供のいる夫に対象を絞った。欠損値を取り除

いた後のサンプル数は757となっている。

図表-1 データの属性（サンプル数７５７） 

区分 平均・割合 

５．５ 
５０．９ 
３０．５ 
１２．７ 

 
１５．７ 
２４．６ 
５９．７ 
１２．７１ 

 
７．８ 
３９．９ 
８．７ 
４３．６ 

 
１２．２ 
２９．６ 

７１１．４９ 
６．４９ 

 
２６．７ 
１６．６ 
３３．４ 
３２．６ 

 
５５．６ 
７７．３ 
２．００ 
３１．４ 
２３．１ 
２５．０ 
４０．２ 
２３．１ 

 
 
 
 
 
 
 
 

６．５７ 
 
 
 
 
 
 
 
 

２８４．７７ 
０．４２ 

 
 
 
 
 
 
 
 

０．７３ 
 

標準偏差 

妻の学歴（％） 
　　　　  中卒 
　　　　  高卒 
　　　　  短大卒 
　　　　  大卒以上 
妻の就労状態（％） 
　　　　  正規就業 
　　　　  非正規就業 
　　　　  専業主婦 
結婚年数平均（年） 
夫の学歴（％） 
　　　　  中卒 
　　　　  高卒 
　　　　  短大卒 
　　　　  大卒以上 
夫の就労状態（％） 
　　　　  自営業 
　　　　  大企業勤務（従業員１０００人以上） 
夫の年間所得平均 
夫の年間所得の対数値平均 
夫の平均帰宅時間（％） 
　　　　  ７時前 
　　　　  １０時以降 
夫の家事参加志向（％） 
夫の育児参加志向（％） 
夫の性別役割意識（％） 
　　　　  妻の専業主婦志向 
　　　　  夫の稼ぎ手志向 
子供数平均 
０－３歳児あり（％） 
４－６歳児あり（％） 
親と同居（％） 
住宅ローンあり（％） 
持ち家（住宅ローンなし）あり（％） 
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4．実証分析の方法

（1）実証モデル
子供のいる既婚男性の妻は正規就業を選択す

るか、非正規就業を選択するか、専業主婦にな

るかの3つの独立した選択に直面していると仮定

する4）。各個人は夫の所得や家計の資産、あるい

は家族構成や家庭の環境などを所与として自己

の効用を最大とする就業形態を選択するものと考

える。

本稿では、先行研究で用いられてきた説明変

数に加え、夫の性別役割意識や家事・育児姿勢、

あるいは夫の生活時間配分といった夫側の諸要因

が家庭の環境要因として既婚女性の就業選択に

作用するものと考え、実証モデルに組み入れる。

なお、調査データから配偶者の年齢、就業経

験年数などのデータがないために残念ながら既婚

女性の賃金を推計することができない。また、一

時点のクロスセクションデータであるために解釈

には留意を要すると言えよう。実証モデルの推計

にはMultinomial Logit(多項ロジット)分析が用い

られる。

（2）実証分析に用いる変数
実証分析に用いる変数の詳細は図表-1において

示されている。

従属変数には、専業主婦＝0、正規就業＝1、

非正規就業＝2という3つのダミー変数が用いら

れている。

説明変数は、妻の属性を示すもの、夫の属性

を示すもの、家計のその他の属性を示すもので構

成される。

妻の属性を示すものと

しては、妻の学歴ダミー、

結婚年数5）、が用いられ

る。

次に夫の属性を示すも

のとしては、まず夫の学

歴ダミーと、夫の就労状

態を示す、夫自営業ダミ

ー、大企業勤務ダミー6）、

および夫の年間所得（対数値）7）を用いる。また、

夫の生活時間配分の目安として夫の平均帰宅時

間を用いるが、それを午後7時より早い、7時前

ダミーと午後10時より遅い、10時以降ダミーの２

つとする8）。さらに、夫の家事・育児への参加姿

勢を示す説明変数としては、家事参加志向ダミ

ー9）、育児参加志向ダミー10）を用い、夫の性別役

割意識については、「妻は家事・育児に専念する

のがよい」とする妻の専業主婦志向ダミーと、

「夫が主に収入を得てくるべきである」とする夫

の稼ぎ手志向ダミーの２つを用いる11）。

最後に家計のその他の属性を示すものとして

は、家族構成に関連するものとして子供数、子

供ダミー（0－3歳児ダミー、4－6歳児ダミー）、

親との同居ダミー、また、住居に関するものとし

て、住宅ローンダミー、持ち家ダミー（住宅ロー

ンなし）を用いる。

図表-2において、夫の家事・育児参加志向と性

別役割意識についての実態を年代別、学歴別に

示している。「家事参加志向」については30代の、

「育児参加志向」については20代の割合が高くな

っている。学歴別では、「家事参加志向」も「育

児参加志向」も高学歴であるほどその割合が高

くなっていると言える。特に、「育児参加志向」

についてそのような傾向が顕著である。

性別役割意識については、女性役割を強調す

る「妻の専業主婦志向」がちょうど育児期にあ

ると思われる30代の割合が高く、男性役割を強

調する「夫の稼ぎ手志向」が新婚期にある20代

の割合が高い。学歴別では、中卒に「妻の専業

主婦志向」とする傾向が強く、大卒以上に「夫

の稼ぎ手志向」とする傾向が弱いようである。ま

図表-2 年代別、学歴別に見た夫の家事・育児参加志向と性別役割意識 

区分 ２０代 ３０代 ４０代 中卒 高卒 大卒以上 

３５．７％ 
５１．８％ 

 
５１．８％ 
８０．４％ 
５６ 
 

３７．２％ 
４３．５％ 

 
５７．９％ 
７９．６％ 
２８５ 
 

３０．５％ 
２２．６％ 

 
５４．６％ 
７５．２％ 
４１６ 

３０．５％ 
１８．６％ 

 
６４．４％ 
７６．２％ 
５９ 

３３．９％ 
３６．７％ 

 
５７．６％ 
７３．４％ 
３３０ 

３２．８％ 
３０．５％ 

 
５５．０％ 
８０．８％ 
３０２ 

家事参加志向 
育児参加志向 
性別役割意識 
   妻の専業主婦志向 
   夫の稼ぎ手志向 
サンプル数 
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た、概して、男性役割を強調する「夫の稼ぎ手

志向」の割合が女性役割を強調する「妻の専業

主婦志向」の割合よりも高いようである。

5．推計結果

図表-3において推計結果が示されている。また、

Multinomial Logit（多項ロジット）分析では推

計結果の係数の大きさを直接比較することができ

ないために、図表-4において個々の説明変数の直

接的な影響をみることのできるマージナル効果を

示している12）。

まず、推計結果から興味深いものは、夫の平

均帰宅時間ダミーである。夫が7時前に帰宅する

ことが、妻の正規就業である確率を高めている一

方で、非正規就業の確率を低めているという点で

対照的な結果となっている。非正規就業の選択

は夫が10時以降に帰宅する場合には抑制される

ようである。主に夫の平日の労働時間が短く、家

事・育児に参加可能な働き方をしている場合に

は妻の正規就業を促進することを示唆している。

恐らく、午後7時前という時間帯は子供の保育所

や託児所等の迎え時間とも関連し、主に育児を

担うことが可能になるためだと思われる。

この点に関連して、夫の育児参加志向ダミー

が、妻の正規就業に対しては、正に有意であるの

子供のいる既婚女性の就業選択

図表-3 Multinomial logit分析の推定結果 

説明変数 正規就業 

係数  　　　 　（t値） 

非正規就業 

係数　　　（t値） 

妻の学歴ダミー 
　　　　中卒ダミー 
　　　　短大卒ダミー 
　　　　大卒以上ダミー 
結婚年数 
夫の学歴ダミー 
　　　　中卒ダミー 
　　　　短大卒ダミー 
　　　　大卒以上ダミー 
夫自営業ダミー 
夫大企業勤務ダミー 
夫の年間所得（対数値） 
夫の平均帰宅時間ダミー 
　　　　７時前ダミー 
　　　　１０時以降ダミー 
夫の家事参加志向ダミー 
夫の育児参加志向ダミー 
夫の性別役割意識ダミー 
　　　　妻の専業主婦志向ダミー 
　　　　夫の稼ぎ手志向ダミー 
子供数 
子供ダミー 
　　　　０－３歳児ダミー 
　　　　４－６歳児ダミー 
親との同居ダミー 
住宅ローンダミー 
持ち家ダミー 
定数項 
各サンプル数 
全サンプル数 
対数尤度 
 
 
 

注）括弧内は漸近的t値。＊＊＊は１％水準、＊＊は５％水準、＊は１０％水準で有意であることを示す。 

－１．０５９ 
－０．０９２ 
０．３７５ 
０．１５９ 

 
０．６５０ 
－０．５５６ 
－０．３９９ 
－１．０１１ 
－０．５５７ 
－０．７６７ 

 
０．６３８ 
０．３５２ 
０．６５２ 
０．９６５ 

 
－１．１６７ 
－０．７５７ 
－０．２２２ 

 
０．２１４ 
－０．１９６ 
０．５５７ 
０．０５４ 
－０．４８５ 
２．６０１ 

（－１．７２１） 
（－０．３１２） 
（０．９８１） 
（４．７３９） 

 
（１．４０９） 
（－１．１５２） 
（－１．３４０） 
（－２．４９０） 
（－１．９４５） 
（－２．２２０） 

 
（２．３０７） 
（１．０３７） 
（２．５９８） 
（３．６２４） 

 
（－４．５５５） 
（－２．９０９） 
（－１．２４４） 

 
（０．５４５） 
（－０．５８６） 
（１．８５６） 
（０．１６６） 
（－１．２５９） 
（１．１９１） 

１１９ １８６ 
７５７ 

－５６８．９４５ 

＊ 

＊＊＊ 

＊＊ 

＊＊ 

＊ 

＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊ 

０．２２０ 
－０．１１６ 
－０．０３３ 
０．０９６ 

 
０．０３３ 
－０．１８２ 
－０．１７４ 
－０．６１１ 
－０．３３０ 
－０．８２３ 

 
－０.４４７ 
－０．５８２ 
０．５０５ 
－０．１２０ 

 
－０．８５２ 
０．４７３ 
－０．０９４ 

 
－１．５５５ 
－０．５７６ 
－０．１１０ 
－０．３５２ 
－０．８３３ 
４．６１３ 

（０．５１１） 
（－０．４７４） 
（－０．０９０） 
（３．５９０） 

 
（０．０８１） 
（－０．４６０） 
（－０．７１７） 
（－１．８６４） 
（－１．４１４） 
（－２．７３９） 

 
（－１．７７０） 
（－１．９０３） 
（２．２３５） 
（－０．４９８） 

 
（－４．０４２） 
（１．７８６） 
（－０．６３２） 

 
（－４．１９４） 
（－１．９０３） 
（－０．４０２） 
（－１．３３６） 
（－２．５８６） 
（２．４３０） 

＊＊＊ 

＊ 

＊＊＊ 

＊ 

＊ 

＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊＊ 

＊＊ 

＊ 

＊ 
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に対し、非正規就業に対しては影響がないという

結果になっている。一方で、夫の家事参加志向

ダミーは妻の正規就業、非正規就業ともに正に

有意であり、夫が家事に参加する場合には妻が正

規就業、非正規就業で働く確率をともに高めて

いる。すなわち、夫が家事に参加する場合には、

妻の就業を促進し、育児にも参加する場合には

妻の正規就業を促進することを示唆している13）。

さらに、多くの先行研究と同様に親との同居ダミ

ーが正規就業に対して有意に正となっており、親

の家事育児に対する援助が妻の正規就業として

働く確率を高めていることがわかる。

次に、夫の性別役割意識についてみてみると、

妻が正規就業の場合には「妻の専業主婦志向ダ

ミー」も「夫の稼ぎ手志向ダミー」もともに有意

に負であるが、妻が非正規就業の場合には「夫

の稼ぎ手志向ダミー」の方が有意に正となってい

る点で異なっている。つまり、夫が性別平等意識

を強くもっている場合には、妻の正規就業である

確率を高めるということが言えるだろう。しか

し、非正規就業の選択には妻はあくまでも家計補

助的な稼ぎ手であるという性別役割意識が関連

していそうである。図表-4から、専業主婦につい

ては、夫の「妻が家事・育児に専念すべきであ

る」とする女性役割を強調する性別役割意識が

その確率を高めていることがわかる。

また、夫の年間所得が高まると妻の正規就業、

非正規就業ともに就業の確率が低まり、専業主

図表-4 マージナル効果 

説明変数 正規就業 

係数  　　　  （t値） 

専業主婦 

係数  　　　  （t値） 

非正規就業 

係数　　　　 （t値） 

妻の学歴ダミー 
　　　　中卒ダミー 
　　　　短大卒ダミー 
　　　　大卒以上ダミー 
結婚年数 
夫の学歴ダミー 
　　　　中卒ダミー 
　　　　短大卒ダミー 
　　　　大卒以上ダミー 
夫自営業ダミー 
夫大企業勤務ダミー 
夫の年間所得（対数値） 
夫の平均帰宅時間ダミー 
　　　　７時前ダミー 
　　　　１０時以降ダミー 
夫の家事参加志向ダミー 
夫の育児参加志向ダミー 
夫の性別役割意識ダミー 
　　　　妻の専業主婦志向ダミー 
　　　　夫の稼ぎ手志向ダミー 
子供数 
子供ダミー 
　　　　０－３歳児ダミー 
　　　　４－６歳児ダミー 
親との同居ダミー 
住宅ローンダミー 
持ち家ダミー 
定数項 
各サンプル数 
全サンプル数 
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婦となる確率が高まることがわかる。これは夫の

収入が高まると妻の就業率が低下するといういわ

ゆるダグラス＝有沢の法則が妥当していることを

示唆している。図表-4のマージナル効果から判断

して、夫の年間所得が上がった場合における妻の

就業確率の低下は非正規就業の方が大きくなっ

ており、非正規就業の方が夫の所得に左右され

ている要素が強いと言えるだろう。

夫の就労状態との関連からは、夫が自営業者

であることは、妻の正規就業、非正規就業で働

く確率を低める。また、夫が大企業に勤務してい

る場合には、正規就業の確率を低め、専業主婦

の確率を高めるようである。夫が大企業に勤務し

ている場合には、夫の生涯所得が高く、夫に経

済力があるということが考えられる。また、別の

観点からは、夫が大企業で勤務する場合には時

間外労働や転勤も多く14）、妻が正規就業として働

くことを妨げている可能性がある。

さらに、住宅ローンのない持ち家がある場合に

は専業主婦である確率を高め、非正規就業で働

く確率を低める。家計に資産がないということも

非正規就業として妻が働く要因になっていると言

えるだろう。

0－3歳児、および4－6歳児の子供のダミーに

ついては、0－3歳児や4－6歳児がいることが、

正規就業には全く影響を与えていないが、非正規

就業である確率を有意に低めている。さらに、結

婚年数については、長くなるほど就業確率を上昇

させている。これらのことを合わせると、日本の

女性のM字型就労と整合的な結果となっていると

言える。

最後に、妻の学歴ダミーの中卒ダミーが妻の正

規就業である確率に負の影響を与えているもの

の、その他については妻の就業確率に影響を与え

ているとは言えないようである。正規就業に関し

てはある程度学歴が影響していると言ってよいか

もしれない。

6．おわりに

子供のいる既婚女性が正規就業を選択するに

は、夫が性別平等意識を持ち、家事・育児に参

加すること、なかでも積極的に育児に参加すると

いうことが大きく影響していることが明らかとな

った。また、夫の平日の労働時間が短く、平均

して午後7時までに帰宅できるといった、家事や

育児が可能な働き方をしている場合に正規就業

を促進する可能性も示された。親と同居している

場合にも、子供のいる既婚女性の正規就業が促

進される。しかし、親世代の高齢化や三世代家

族の減少傾向を鑑みると、この機能をますます夫

や外部サービスが代替していかなければならない

ということだろう。夫が大企業に勤務している場

合には妻の正規就業の抑制要因となることが示さ

れたが、夫に経済力があるということ以外にも、

時間外労働が多いことや、転勤制度があるといっ

た大企業特有の慣行が関連している可能性がある。

非正規就業の選択については未就学児童がい

ないこと、夫の所得の低下、家計に資産がないこ

とが就業を促進する主な要因であり、夫の働き

方、あるいは生活時間配分は正規就業ほどに影

響していない。夫の性別役割意識においても、あ

くまでも男性が稼ぎ手であるという男性役割を強

調する意識が、妻が非正規就業としての選択に

関連していると言えそうである。妻は、夫から子

育てを任せられ、子供に手がかからなくなった

後、家計収入を補うために非正規就業を選択し

ている様子が見受けられる。［岡村，1997］が指

摘するような、「夫は仕事、妻は家庭と仕事」と

いった新たな性別役割分業がイメージされるので

はないだろうか。

また、夫に「妻が家事・育児に専念するのが

よい」という性別役割意識がある場合、専業主

婦となる確率を高めるが、同時に、家計に資産

があったり、夫に経済力があったりすることも専

業主婦の選択に影響してくる。

女性が出産した後も正規就業に就けること、

すなわち妻も稼ぎ手としての役割を担えること

は、社会全体における人的資源の活用の可能性

を高めると同時に、生活の質の改善にもつながっ

ていくのではないかと思われる。しかし、そのた

めには、夫が性別平等意識を持ち、積極的に家

子供のいる既婚女性の就業選択
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事・育児を分担すること、あるいはそれが可能な

働き方をすることが重要な要因となっている。男

性もまた、仕事と家事育児の分担者であるという

社会全体の意識改革が必要であるのに加え、長

時間労働を是認するような男性の働き方の仕組

みを変えていかなければならないということであ

ろう。

また、育児休暇や看護休暇などの制度が、現

実的に男性も利用できるような形で普及していか

なければならない。男性が育児に参加したいと思

ってもそれをサポートする制度が実効性の高い形

でなければ、男性の育児参加も浸透していかない

のではないだろうか。

注
1）2000年度の女性の労働力率は20－24歳で72.7％である

が、30－34歳でボトムとなり、57.1%まで落ちる。その
後、45－49歳において71.8％まで上昇する。10年前と
比べると、ボトムが5.4%上昇し、M字型のボトムが浅
くなっている。（［厚生労働省雇用均等・児童家庭局，
2001：2］）

2）この個票データは東京大学社会科学研究所付属日本社
会研究情報センターより提供を受けた。調査設計や調
査項目の詳細については［生命保険文化センター，
1995］を参照されたい。

3）同じ夫婦は調査対象になっていない。
4）既婚女性の就業選択を考えたとき、まず、正規就業と

正規就業以外という選択があり、正規就業以外を選択
したものがさらに非正規就業が専業主婦の選択を行っ
ているという逐次的な選択モデルを考えることも可能
である。しかしながら、ここでは夫の属性が正規就業、
非正規就業、専業主婦の選択にどのように影響してい
るかの比較を容易にするために、IIA(Independence
from irrelevant alternatives)の成立を仮定し、それぞれ
並列的な選択が行われていると考えている。

5）データでは配偶者の年齢がないために既婚女性のライ
フステージを示すものとして、結婚年数を入れている。

6）大企業勤務とは調査票の分類上、従業員数が1000人以
上の民間企業に勤務するものを指している。

7）夫の年間所得は各カテゴリーの中央値を与えている。
具体的には０円、50万円、200万円、400万円、600万
円、1250万円、1500万円である。

8）本稿で用いられているデータは首都圏50キロメートル
以内で調査されたものであるが、旧総務庁統計局の社
会生活基本調査報告（平成８年）によると、首都圏に
おける男性雇用者の平均通勤時間は１時間31分であ
り、通勤時間に1時間以上かかる人の割合が33．4％に

も上る。他の大都市圏で1時間以上かかる人の割合は
4.9％～24.3％であることから、著しく高い特徴がある

と言えよう。夫の平均帰宅時間には通勤時間の影響が
含まれていると考えられるが、データの調査対象が首
都圏50キロメートル以内に絞られているため、ここでは
通勤時間はある程度コントロールされていると考える。

9）夫の家事参加については、「料理」、「食事後の後片付
け」、「日常の買い物」、「洗濯」、「掃除」の5項目に関
して、夫自らがどのように評価しているかが調査され
ている。質問に従い、すべて妻が行うと答えたものに
0点、主に妻が行うが夫も頼まれると手伝うに1点、主
に妻が行うが夫も自ら進んで行うに2点、夫も妻も同
程度行うに3点、主に夫が行うが妻も自ら進んで行う
に4点、主に夫が行うが妻も頼まれると手伝うに5点、
すべて夫が行うに6点を付与し、5つの家事項目につい
ての得点を合計した。そこで、合計点数が10点以上の
人（平均して自ら進んで行っていると答えている人）
を１、それ以外の人を0として夫の家事参加志向ダミ
ーを作成している。なお、点数の平均は8.50で標準偏
差は2.96、最小値は4、最大値は24であった。

10）夫の育児参加については、子供が小学校入学前の育
児分担がどうであったかについて、夫自らの評価を調
査している。現在、小学校入学前の子供がいる場合は
現状を答えている。前述の家事参加と全く同様に、点
数化し、２点以上の得点を獲得している人を１、それ
以外の人を０として、夫の育児参加ダミーを作成して
いる。点数の平均は1.22で標準偏差は0.74，最小値は0、
最大値は4であった。

11）夫の専業主婦志向ダミーとは「妻は家事や育児に専
念するのがよい」という考えに、そう思う、まあそう
思うという肯定的意思表示をした人を1としたものであ
る。夫が稼ぎ手志向ダミーは「夫が主に収入を得てく
るべきである」という考えに、そう思う、まあそう思
うという肯定的意思表示した人を１としたものである。

12）［Greene，2000：訳書1034～1035］を参照。マージナ
ル効果の符号や有意水準がMultinomial Logit 分析の係
数の符号や有意水準と一致しない場合があるため、マ
ージナル効果を見ることは重要である。また、マージ
ナル効果は標本平均から求められるため、ダミー変数
については参考程度となる。

13）ただし、［西岡，2001］などで分析されているように、
夫が家事参加、育児参加するのは妻が就業しているか
らという逆の因果関係が影響している可能性もあり、
留意が必要である。

14）厚生労働省の毎月勤労統計調査によると、本稿での
データと同じ1994年度の所定外労働時間（事業所規模
別、調査産業計）は、500人以上の事業所で12.5時間で
あるのに対し、5～99人までの事業所では8.9時間、100
～499人の事業所では11.4時間である。500人以上の事



業所の所定外労働時間は2001年度には13.8時間となっ
ている。
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